原発ゼロの能登へのロードマップ
2014年2月
1,｢五重の問題｣をかかえた志賀原発―再稼働せず､ただちに廃炉にします。
① 志賀原発は、北陸地域の電力供給に不要です。
② 志賀原発は、冷却できなくなるとシビアアクシデント(苛酷事故)に至る欠陥原子炉(軽水炉)です。
③ 志賀原発の直下や周辺には多くの活断層や断層があり、大地震発生の可能性があります。
④ シビアアクシデントがおこったら、北陸電力には事故に対応する能力がありません。
⑤ 志賀原発でシビアアクシデントがおこったら、奥能登の住民は避難できません。
2, 農林漁業と自然エネルギー資源で､能登の再興と持続した雇用づくりをすすめます。
　① 能登の豊かな農林漁業資源を活かし、原発に依存せずに暮らしていける地域づくりをすすめます。
　② 風力をはじめとした、能登の豊かな自然エネルギー資源の調査を、県･自治体･地域住民が連携してすすめます。
　③ 住民･地域主導で自然エネルギー利用をすすめ、電力買い取り財源を負担する地域住民に利益が還元され、地域が豊かになる仕組みづくりを県と自治体が後押しします。そのために、日本や世界のたくさんの先進事例から学びます。
3, 原発ゼロの能登に転換するまでは､志賀原発の廃炉作業で雇用などが継続できます。
　① 廃炉作業は数十年という期間を必要とし、多くの雇用をもたらします。これを、農林漁業資源と自然エネルギー資源で持続した雇用をつくるまでの「つなぎ」にします。
　② 原発を運転停止しただけでは、点検・補修・管理や減価償却に膨大なカネが必要となり、利益は何も生み出されません。
　③ 雇用の確保や地域振興の道すじがついたら原発からの撤退に踏み出す判断をするということではなく、原発から撤退することを決断するのが先です。
4, 原発ゼロ・自然エネルギーに転換すれば､コスト削減もできます。
① 節電で電力需給を15％削減し、15年かけて電力の20％を自然エネルギーで供給するケースを試算すると、日本全体では1年で約6400億円のコスト削減ができます。
以上
原発ゼロの能登へのロードマップ(解説とデータ)
原発が大事故を起こせば、それによって失われるものは計り知れません。福島第一原発事故が引き起こした広範で深刻な被害を目の当たりにした多くの県民は、危険な原発と安全・安心な生活は両立できないと判断し、原発のない能登半島を求めています。
原発立地自治体などでは、原発が撤退したら地域はやっていけなくなるという不安の声があがっています。しかし、福島第一原発事故によって完全に破綻した「原発で地域振興を」という戦略のままでは、先行きは見えてきません。今こそ、能登がもともと持っている資源や人材によって発展していく道に、再び立ち返る必要があるのではないでしょうか。
原発をなくして私たちがめざすものは、大量生産・大量消費・大量廃棄の呪縛から抜け出して、地域で生み出される食料とエネルギーによって、その地域で心安らかに暮らすことができる社会です。そこには、原発が必ずもたらした対立もなければ、電力消費地から電力供給地への一方的な収奪もありません。
いま福島県では、自然エネルギー自給圏に向けた動きが始まっています。しかしそれは、原発事故によって暴力的に押しつけられた現実を契機にしたものでもあります。
福島第一原発事故で塗炭の苦しみを強いられた福島の人々とともに、英知を集めて原発のない日本へ向かうことこそ、「3.11」を経た私たちが選び取るべき道ではないでしょうか。
1, ｢五重の問題｣をかかえた志賀原発―再稼働せず、ただちに廃炉へ
1-1, 志賀原発は、北陸地域の電力供給に不要です。
　志賀原発1号機は1993年7月に営業運転を開始しました。

北陸電力は1992年までは、降水が少なく水力発電の出力が低下する期間に関西以西から給電を受けていました。しかし1994年からは、七尾大田火力1、2号の運転開始もあいまって、余剰電力を関西・中部へ連系送電するのに転じ、石油火力発電の稼働率も低下させています。その後も一貫して北電は、連系受電の収支はマイナスで、域外に余剰電力を送っています。
志賀原発2号機が2006年に営業運転を開始したことで、余剰電力の域外への送電はいっそう増えました。志賀2号機は、関西・中部電力に電力を送る目的で建設されたものです。
「3.11」以降、志賀原発は2基ともが運転を停止したままですが、猛暑であった2012年や13年の夏も含めて、北陸地域で電力供給になんら問題は発生していません。
1-2, 志賀原発は、冷却できなくなるとシビアアクシデント(苛酷事故)に至る欠陥原子炉(軽水炉)です。
志賀原発1号機は、2011年3月に炉心溶融と膨大な放射性物質の放出というシビアアクシデント(苛酷事故)を起こした福島第一原発1～4号機と同じ炉型(沸騰水型軽水炉)です。志賀2号機も若干の構造の違いはありますが、同じく沸騰水型軽水炉です。

シビアアクシデントは、原発の備えている安全装置などでは収拾できない事故です。こうなると、現場に居合わせた人間が八方手を尽くして収束を図るしかありません。シビアアクシデント問題をかかえた軽水炉は、いざという時にブレーキが利かない自動車と同じく、欠陥商品です。

志賀1号機の名前を全国に知らしめたのは、2007年3月に発覚した臨界事故です。その8年前、1999年6月の真夜中、制御棒が勝手に抜け落ちて原子炉は臨界状態に陥りました。定期検査のため、原子炉圧力容器のふたは開けっ放しでした。シビアアクシデントにつながりかねない大事故でした、この事故を北電は隠していました。
1-3, 志賀原発の直下や周辺には多くの活断層や断層があり、大地震発生の可能性があります。
志賀原発が立地する能登半島は逆断層運動によって形成されてきたものであり、たくさんの活断層が知られています。志賀原発の周辺にも数多くの活断層が存在しており、2012年7月には国による耐震安全性審査の中で、原子炉建屋直下の活断層が見逃されたことが明らかとなった。この審議において、委員の一人である今泉俊文・東北大学教授は、「これぞまさに典型的な活断層が炉心の下を通っている代表的な例ではないか」と意見を述べました。
石川県内の住民と科学者が2012年春から、立石雅昭・新潟大学名誉教授の指導のもとで、志賀原発周辺の活断層・断層群の調査を行っています。その中で、①志賀原発の北方約9kmに想定された富来川南岸断層が確かに存在して活動していること、②原発の東方約1kmの福浦断層が40万年前以降に活動していること、③志賀原発敷地西方海岸に多数存在する「線状構造」は、原子炉建屋直下などを走っている敷地内活断層と走向が類似しており、共通した応力場で形成したと考えられるが、測量と観察などを行った結果、これらは明らかに断層であること、④志賀原発の北約2kmの福浦灯台下の海岸にも多くの断層があり、おそらく地震の繰り返しで形成されたと考えられる2段のノッチも認められること―が明らかになりました。
北陸電力は、敷地内断層、富来川南岸断層、福浦断層、海岸の断層群のいずれも、原発サイトに耐震安全上の影響を及ぼすものではないと評価していますが、北電の調査はあまりにずさんであり、科学的にまったく成り立たない議論を行っています。
1-4, シビアアクシデントがおこったら、北陸電力には事故に対応する能力がありません。
福島第一原発事故では、激しい地震動で送電鉄塔が倒壊して外部電源が失われ、非常用ディーゼル発電機が動き始めたものの津波で破損してこれも停止し、ついに全交流電源喪失に至りました。交流電源を使わない冷却装置で冷却が行われたものの、順次機能を失っていき、ついには冷却機能が完全に失われるという経過をたどりました。こうした事故を、冷却材喪失事故といいます。

地震動で大口径の配管が破断して冷却材喪失事故が起こり、核反応が停止した直後に炉心が露出した場合、おそらく数分で炉心溶融が起きるだろうと指摘されています。

シビアアクシデントがおこったら、北陸電力には事故に対応する能力がありません。国会事故調報告書も北電を名指しで、「原子炉事故を収拾するために必要な経理的基礎や人的リソース等に関して全く不十分」と指摘しています。
1-5, 志賀原発でシビアアクシデントがおこったら、奥能登の住民は避難できません。
志賀原発は、能登半島の東西の幅が12kmしかない最狭部に位置しています。福島第一原発事故やチェルノブイリ原発事故のようなシビアアクシデントがおきれば、志賀原発以北に住む人々や観光に訪れた人々は、原発の近くを通らなければ能登半島から脱出できません。
米国では、シビアアクシデントの際に住民が避難できないとして、ショーラム原発は建設されたものの運転されずに廃炉になっています。
環境経済研究所(上岡直見代表)は今年1月、志賀原発から30km圏の住民が圏外に避難する時間について計算し、地震との複合災害の影響などで避難路が国道のみに限られる場合、避難完了までに36.5時間を要すると発表しました。
志賀原発でシビアアクシデントがおきて、大量の放射性物質が放出された場合、すべての住民が被ばくを避けられる時間内に避難し終えることが不可能であることを示すものです。

2, 原発ゼロの能登への道
2-1, 農林漁業と自然エネルギー資源で､能登の再興と持続した雇用づくりをすすめま　す。
　農林漁業で成り立ってきた地域が衰退し、将来に希望を持てなくなったところに原発が忍び込んできます。原発依存の自治体は、建築業に従事している人の比率が高いことが知られていますが、農林漁業で食えなくなって職をかえた人が少なくありません。これは全国の原発立地地域で見られた現象ですが、能登でもそうでした。原発に寄り添ってしか生きられない脆弱な産業に、地域の将来を託すことはできません。
原発依存から脱却するためには、地域の中にある資源と人材によって、その地域が発展していく道すじを描く必要があります。能登には豊かな農林漁業資源があり、農林漁業でふたたび暮らしていけるようにすることが、原発ゼロの能登への道すじの根幹になります。
能登半島には、豊かな自然エネルギー資源もあります。その代表的なものが風力資源です。
日本国内の代表的な風況マップに、新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)が委託作成した、通称「NEDOの風況マップ」があります。これによれば、北海道から東北・北陸の日本海沿岸に年平均風速8～10m/sの地域が連続しており、石川県は、北海道、沖縄県、鹿児島県などについで、全国でも有数の風力発電の適地になっています。石川県内でも特に、風力発電の適地が多いのが能登半島です。
能登半島には現在、多くの風力発電機が建っています。問題は、それを建てたのが大手資本がほとんどで、しかも県外のものが多いということです。これでは、風力発電で作られた富は東京などに吸い上げられてしまい、能登は豊かになりません。
日本でも2012年7月から「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法」（再生可能エネルギー特措法）が施行されました。これにより、自然エネルギー発電の電力は、電力会社によって固定価格で10〜20年間買い取られることになり、発電設備の所有者がある程度の利益を得られるようになりました。市民を含めて誰もが損することなく、自然エネルギー発電を導入できるようになったわけです。この制度を活かすためには、電力買い取り財源を負担する市民に、利益が還元される普及方式をとることが重要です。
世界で最初に風力発電技術を開発して実用化したデンマークでは、市民主導で風力発電の導入が爆発的に進み、現在では人口の約1割が風力発電の所有にかかわるまでになっています。この国では、風力の所有者は設置地域の居住者に限定され、共同所有の場合の出資額に上限を設けることで、地域住民が参加しやすい条件も整えられました。地域住民を中心とする市民主導では、風力発電の導入によって生じる利益は地域に還元されています。

ドイツでも風力発電や太陽光発電を導入した寒村で、村に再び住み続けることができる条件が生み出されています。
2-2, 住民･地域主導の自然エネルギー利用をすすめるために、日本や世界のたくさんの先進事例から学びます。
2-1-1, 秋田県の「風の王国」

秋田県では、地域企業や県民等を中心に「株式会社風の王国」を2012年1月に設立し、海岸や大潟村に1000基規模の大型風車を建設する「風の王国プロジェクト」がすすめられています。事業資金はファンドと県民の出資で充当し、環境保全や地域経済の発展をめざしています。
 「風の王国プロジェクト」は秋田県内の企業や県民による風力発電計画で、その母体となるのが「株式会社風の王国」です。このプロジェクトでは、秋田県沿岸と大潟村に合計1000基の大型風車(2400kW級)を設置することをめざしています。設置する風車は国産風車とし、その工場も秋田に誘致(年産100基)し、総事業費は5000億円程度をみこんでいます。経済効果のほか、観光産業の活性化も期待されています。

風の王国の三原則は、①地域の企業・組織・個人がプロジェクトの1/2以上を所有していること、②プロジェクトの意思決定は地域に基礎をおく組織によって行われること、③社会的・経済的便益の1/2以上は地域に分配されること―です。以上の基準のうち、少なくとも2つを満たすことになっています。

2-2-2, 長野県飯田市の自然エネルギー推進条例

長野県飯田市では、「再生可能エネルギーの導入による持続可能な地域づくりに関する条例」が2013年4月に施行されました。この条例は、住民団体、あるいは住民団体と市民益に配慮する企業との協同で、地域の自然エネルギー資源を使った発電や熱利用などを進めることを後押しするものです。

自然エネルギー発電や熱利用を行って、その収益を地域がかかえる課題に使用することですみよい地域づくりをすすめる事業を、市との共同事業と認定します。導入支援審査会を設置して専門的な助言を行うほか、資金援助(補助金の交付や資金の貸し付け)の仕組みも定めています。
2-2-3, 北海道稚内市、高知県檮原町でも

北海道稚内市では、使用する電力の約7割を風力発電が生み出しています。町の91％が森林の高知県檮原町では、風力発電の売電収入で住民に国の3倍の太陽光パネル設置補助金を出し、二酸化炭素の森林吸収のためにも使っています。
このように、日本でも自然エネルギーの爆発的普及をすすめることで、自立したエネルギー政策と地域経済再生を進める自治体が増えています。こうした方向にこそ、米国追随で大企業中心の電力体制から転換し、地域を豊かにする電力供給の将来像があります。
一方で、太陽光や風力など自然エネルギーによる発電でも日本では企業主導での普及が中心になっており、利益は大都市に吸収されて地域には還元されていないケースが少なくありません。このことは、自然エネルギーの開発・普及が9電力体制とは相いれないことも示しています。自然エネルギーを爆発的に導入するためには、9電力体制に替わる新しいシステムを構築することが必要となります。そのために、地域住民と科学者、地方自治体の役割は大きいのです。
いま、食とエネルギーの自給が注目されています。能登には、この二つの豊かな可能性があります。これらを活かす道を歩んでこそ、原発をなくして、かつてのように豊かな能登を、21世紀にふさわしい形で作り直すことが可能になります。
2-3, 原発ゼロの能登に転換するまでは､志賀原発の廃炉作業で雇用などが継続できます。
原発立地地域にとって、原発からの撤退に躊躇する大きな理由に、雇用の問題があります。自然エネルギーは原発に比べて、けた違いの雇用効果を持つことが明らかになっています。ドイツでは、原発に比べて自然エネルギーの雇用効果は約10倍であるとされます。
こういった新たな雇用の場をつくるには一定の時間を要し、それまでの雇用をどうやって確保するのかという不安の声も聞かれます。

農林漁業資源と自然エネルギー資源で持続した雇用をつくるまでの「つなぎ」になるのが、原発の廃炉です。廃炉作業は数十年という期間を必要とし、その間は多くの労働者が作業にあたりますから、雇用は維持されますし、旅館や民宿などの利用も継続されます。

たとえばチェルノブイリ原発では、廃炉は約3500人の雇用を生み出しています。原発の運転停止ではダメで、廃炉にしなければなりません。原発を運転停止しただけでは、点検・補修・管理や減価償却に膨大なカネが必要となり、利益は何も生み出されないからです。
なお、ここで押さえておかなければならないのは、雇用の確保や地域振興の道すじがついたら原発からの撤退に踏み出す判断をするということではなく、原発から撤退することを決断するのが先だということです。原発がある限り、シビアアクシデントの危険がつねに存在します。シビアアクシデントの危険は、雇用や地域振興などと天秤にかけられるものではありません。
3, 原発ゼロ・自然エネルギーへ転換すれば､コスト削減もできます。
脱原発を進める上で、多額のコストを心配する声も聞かれます。大島堅一・立命館大学教授は、脱原発のコストと便益を計算しているので紹介します。
大島氏は、節電で電力需給を15％削減し、15年かけて電力の20％を自然エネルギーで供給するケースを試算し、脱原発で新たに発生するコストとして、以下の2つをあげています。

①火力発電による燃料の焚き増し　初年度の追加コストは1兆5800億円。自然エネルギー導入で徐々に焚き増しは減り、12年目以降は焚き減らしができます。15年でかかるコストは7兆9000億円ほどで、平均すると年間約5300億円です。

②再生可能エネルギーの普及コスト　環境省試算では2010年度発電量の約20％相当分の電力を自然エネルギーにすると22兆円ですが、20年で20％は低すぎるので、15年で計算すると年間1兆4700億円です。

①と②の合計で、年間2兆円のコストが新たに必要となります。
一方、脱原発の便益は以下の4つがあります。

①原発を動かす費用の節約　燃料費、修繕費、委託費、バックエンドコストが不要になります。実績で年平均約8400億円です。

②長期的に必要な再処理費用の節約　全量再処理をやめれば第二再処理工場なども不要になります。年平均1兆3100億円が節約できます。

③高レベル廃棄物、超ウラン元素を含む放射性廃棄物の処理費用の節約　少なくとも年平均1400億円が削減できます。

④原子力政策をすすめる財政支出　技術開発経費、立地対策費の年平均3500億円が節約できます。

①～④の合計で、年平均約2兆6400億円になります。

脱原発で新たに必要となるコストが年平均約2億円、脱原発の便益が年平均約2兆6400億円ですから、脱原発の便益の方がコストをはるかに上回っています。このように、原発ゼロ・自然エネルギーへ転換すれば､コスト削減もできます。
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